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新年のご挨拶　　京都労働局長　井内　雅明
皆様におかれましては、健やかに平成29年の新春を迎えられこととお慶び申し上げます。

本年も引き続き、労働行政の運営に格別のご理解とご協力を頂きますよう、どうぞよろしくお願いいたします。

新年あけましておめでとうございます。

さて、京都府内の雇用情勢は、有効求人倍率が昨年9月時点で1.32倍となり、昭和48年12月以来の高水準にまで回復しています。また、雇用保険の被保険者数も、6年以上連続で前年同月を上回るなど、雇用情勢は改善が進んでいると判断しているところです。
一方、我が国の人口は平成27年から減少に転じ、労働力人口の減少と少子高齢化の問題が顕在化することになり、業種・地域を問わず人手不足が一層深刻化しており、必要な人材が確保できないことによって、長時間労働による労働者負担の増大や企業の経済活動の停滞などの悪循環を招いていることから「働き方改革」の推進が急務となっています。
このため、企業が女性や若者、高年齢者、障害者など多様な人材が働きやすい職場環境を整備することで、労働の質や生産性を高めることを目的に、京都労働局において「働き方改革の３つの柱」として、①　長時間労働の抑制　②　女性の活躍促進　③　非正規労働者の待遇改善　に取り組んでおり、昨年4月からこれらの対策をワンパッケ―ジで効果的に推進するため、雇用環境・均等室を新たに設置しているところです。
このほかにも、若者の就労支援、高年齢者、障害者の就労機会の確保、労働災害の防止、育児と仕事との両立支援、キャリアアップ助成金等を活用した正社員転換の促進などに取り組むことで、働く人すべてが安心、安全、安定しで働くことができる職場環境の確保を目指し、引き続き取り組んでまいりたいと考えておりますので皆様のなお一層のご理解とご協力をお願い申し上げる次第です。

結びに、皆様のご健勝とご活躍を祈念申し上げ、年頭のご挨拶とさせていただきます。

京都府の雇用失業情勢
～有効求人倍率は1.36倍で、昭和48年11月以来の水準～

～正社員の有効求人倍率は0.99倍で、過去最高水準を2ケ月連続で更新～

【雇用失業情勢の総括】

・雇用保険被保険者数は、一部の産業で減少が続いているが、前年同月比で1.0％増と80ケ月連続で増加している。

・有効求職者数（源数値）、雇用保険受給者数は減少している。
・平成28年11月の有効求人倍率（季節調整値）は1.36倍で、前月より、0.04ポイント上昇し、昭和48年11月（1.41倍）以来43年ぶりの高水準となった。

以上のことから、京都府内の雇用情勢は、改善が進んでいると判断する。

何があっても、社員の人生を預かっていると思える社長ですか。
公共工事における経営事項審査の活用状況
競争参加資格審査では、特に市町村レベルにおいて、主観点を導入せず、経営事項審査の点数をそのままランク分けに活用する様な発注者も相応に（約500機構）存在している状況

· 経審のみを活用している国の機関（１１団体）検察庁・総務省・法務省・外務省・
財務省・文部省・厚生省・経産省・衆議院・最高裁・会計監査院など。
民間企業等で経営事項審査の利用状況
≪民間等発注者・建設企業での活用状況≫

· 元請企業が、下請企業の経審の結果を確認して、協力企業を選定するための参考としているケ―スがある。

　 ・そのため、元請となることを想定しておらず、本来ならば経審を取得する必要のない企業であっても、元請からの仕事を得るために、元請企業の評価制度として設計された経審において高い点数を取得できるよう、常に気にかけながら経審を行っていくというケ―スが発生している。
· 公共工事の請負契約のみならず、業務代行などのゼネコンが対象とされうる、民間発注者等の委託契約においても、経審の結果を勘案して応募資格等を定めていることがある。

・例えば、業務施行能力の高い業者を選定するため、あらかじめ関東地方整備局の有識者
名簿等から上位企業の経審点数を把握し、大体経審何点以上の企業でなければ応募出来ないように資格要件を設けるなど。
≪その他の主体（金融機関など）での活用状況≫
· 新規取引先への営業を掛けるための基礎資料として、経審の結果を確認するケ―スがある

・企業として活用を促進している訳ではなく、あくまでも担当者個人が「経審」を情報として知っていれば確認することもあるという程度。

・総合評定値（Ｐ点）よりも、企業規模（Ｘ点）や経営状況（Ｙ点）といった企業経営の中身を参考までに見ることがある。

・訪問する企業のホームページで基礎情報を見るのと同じ感覚。

· 建設企業の与信判断の一環として経営の点数を見ることがある。

· 経営事項審査は建設企業の経営に関する基礎的な情報を一通り含んでいるため、上記の

ほか、企業リサーチ会社等における建設業界分析のデータとして利用されていることも

ある。

経営事項審査及総合評定値の請求について
≪経営事項審査及び経営状況の分析≫

「経営事項審査」とは、公共性の施設又は工作物に関する建設工事（以下「公共工事」という）を発注者から直接請け負うとする建設業者が必ず受けなければならない審査です。
公共工事の各機関は競争入札に参加しようとする建設業者について資格審査を行うこととされおり、当該発注機関は欠格要件に該当しないか審査したうえで、客観的事項と主観的事項の審査結果を点数化し、順位付、各付けをしています。
　このうち、客観的事項の審査が経営事項審査といわれる審査制度であり。この審査≪経営状況≫と≪経営規模≫≪技術的能力≫その他、客観的事項≪経営規模等評価≫において、数値により、評価する。
なお、「経営状況の分析」については、国土交通大臣が登録して経営状況分析機関が行って
います。

このうち、主観的事項は公共工事に参加しようとする≪官公庁・・例えば、各都道府県・市町村やその他の役所≫など指定する要件であり、例えば、有資格者の名簿、などがこれにあたります。各公共機関により定めた内容が要求されます。

一般的に「指名入札参加資格審査申請」です。

「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について
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	雇用保険
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	法人
	１人～
	常用労働者
	雇用保険（※3）
	・協会けんぽ

・健康保険組合

・建設国保等（※1）
	厚生年金
	⇒
	３保険

	
	―
	役員等
	－
	・協会けんぽ

・健康保険組合

・建設国保等（※1）
	厚生年金
	⇒
	健康保険及び厚生年金保険

	個人

事業主
	５人～
	常用労働者
	雇用保険（※3）
	・協会けんぽ

・健康保険組合

・建設国保等（※1）
	厚生年金
	⇒
	３保険

	
	１人～４人
	常用労働者
	雇用保険（※3）
	・国民健康保険

・国民健康保険組合

（建設国保等）
	国民年金
	⇒
	雇用保険

	
	－
	事業主

一人親方
	－
	・国民健康保険

・国民健康保険組合

（建設国保等）
	国民年金
	⇒
	医療保険と年金については個人（※2）


※1 年金事務所健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険組合に加入する。
※2 但し、一人親方は請負としての働き方をしている場合に限る

※3 週所定労働時間が20時間以上等の要件に該当する場合は常用であるか否かを問わない。

· ガイドラインでは、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険について、関係法令において事業主に従業員を加入させる義務のあるすべての保険に加入していることを「適切な保険」に加入している状態と解します。
各保険への加入義務は事業所の形態等によって変わってきますので、別添「「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について」をご覧ください。例えば、従業員が４人以下の小規模な個人事業所等については、法令上、健康保険や厚生年金保険への加入義務はなく、従ってガイドライン上は、その従業員が協会けんぽや厚生年金保険に加入しなければならないわけではありません。
健康保険及び厚生年金保険に加入義務のない事業所の従業員は、個人で国民健康保険及び国民年金に加入することとなります
· 雇用している従業員が４人以下の個人事業所については、健康保険や厚生年金保険への加入義務はありませんが、雇用保険は雇用する労働者が１人でもいれば加入義務があるため、事業主は従業員を雇用保険に加入させる必要があります。雇用する常用労働者が５人以上の個人事業所については、雇用保険のほか、健康保険や厚生年金保険への加入義務があるため、業員がこれらの保険に加入していることがガイドライン上必要となります。

· 法人が従業員を加入させる義務のある医療保険は、協会けんぽや組合管掌健康保険ですが、過去に従業員４人以下の小規模個人事業所であった際に建設国保等の国民健康保険組合に加入しており、法人化（※）にあたって、年金事務所へ必要な手続き（健康保険被保険者適用除外申請による承認）を行っている場合は、その従業員はガイドライン上の「適切な保険」に加入していると解します。
※個人事業所で雇用する常用労働者が５人以上になった場合や、その後新たに従業員を採用した場合についても同様です。

· ガイドラインは事業主に加入させる義務がある健康保険、厚生年金保険、雇用保険を対象としていますので、国民健康保険や国民年金への加入対象となる作業員については現場入場が認められます。ただし、その場合は、法令上、個人で国民健康保険や国民年金に加入する必要があるので、適切に加入するよう指導することが望ましいです。

· 法令上加入の義務があるにもかかわらず未加入の作業員の現場入場については、工事の円滑な施工に著しい支障が生じる懸念がある場合を除き、以下のような場合に限定すべきとしています。
1 当該作業員が現場入場時点で60 歳以上であり、厚生年金保険に未加入の場合

2 例えば伝統建築の修繕など、当該未加入の作業員が工事の施工に必要な特殊の技能を有しており、その入場を認めなければ工事の施工が困難となる場合
3 当該作業員について社会保険への加入手続き中であるなど、今後確実に加入することが見込まれる場合
· 雇用保険については、事業所に雇用されている労働者であれば加入させなければなりません。（雇用保険法の改正により、平成29 年１月１日以降は65 歳を超えて新たに雇用された者も加入義務があります。）
健康保険については、協会けんぽに加入する場合の手続き（又は建設国保に加入している場合の健康保険の適用除外の手続き）は、一般的に年金事務所で厚生年金保険の加入手続きと併せて行うものなので、上記①の場合、厚生年金保険へ未加入であれば健康保険（協会けんぽ）にも未加入であると考えられます。法令上は厚生年金及び健康保険への加入義務がありますが、ガイドライン上の扱いとしては未加入でも現場入場が認められることとなります。
国土交通省HPより抜粋

いざという時のために知って安心・自分のために、みんなの安心

ご存知ですか？≪成年後見制度（成年後見登記）≫
≪認知症になっても、障害があっても自分らしく、安心して生活ができるように≫
たとえば、　こんな時　①認知症のお婆さんを悪徳訪問販売員から守りたい　②　知的障害を持つ我が子のため、私達が亡くなった後も子供の生活や財産管理を任せたい　③　アパート経営をしている父が突然の病に倒れ入院。なんとか父のかわりに管理をしたい等様々な状況が生まれます。

≪成年後見制度≫とは、どんな制度ですか？
例えば、認知症、知的障害、精神障害、交通事故などの理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預貯金などの財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設への入所に関する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、自分でこれらのことをするのが難しい場合があります。また、自分の不利益な契約であってもよく判断ができずに契約を結んでしまい、悪徳商法の被害にあうおそれもあります。このような判断能力の不十分な方々を保護し、支援するのが成年後見制度です。
≪成年後見制度≫にはどのようなものがあるのですか？
大きく分けると「法定後見制度」「任意後見制度」の２つがあります。

また、法定後見制度は「後見」「保佐」「補助」の3つに分かれており、判断能力の程度など本人の事情に応じた制度を利用できるようになっています。

法定後見制度においては、家庭裁判所によって選ばれた成年後見人など（成年後見人・保佐人・補助人）が、本人の利益を考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をしたり、本人が自分で法律行為をするときに同意を与えたり、本人が同意を得ないことで不利益な行為を後から取り消したりすることによって、本人を保護、支援します。
これだけ知っておきたい　　　建設現場で役に立つ知恵
≪会社とは利益を上げるために集まった組織≫
会社というものは、世の中の人々から喜ばれる、あるいは欲しがられている物やサービスや知識・情報などをつくったり、売買して、自分達の生活の糧を満たし、自分たちの夢を活かそうとして集まった組織である。

皆さんの会社の社是・社訓には「儲け第１」と書いていない。「社会への奉仕」とか「国土の建設」とか「限りなき前進」とか、みなさん方の将来への希望や理想をかきたてるように呼びかけているであろう。それは当然のことである。企業はそういう心構えのうえにたって、世の中から愛されながら、利益を得ようと努力するのである。換言すれば、儲けたいということは、あまりにも当たり前の事だから、社訓になんか書いていないのである。
ただ、一時の儲けならダマしてでもできる。しかし、会社の求める「儲け」とは、永続的に安定的に、世の中のために成りながらでなければ・・・・という大原則がある。

つねに、人様から喜ばれるため、激しい競争をしながら、よりヤスク、よりヨイものを提供しなければならない。そのため、会社は人材を育て、技術者を育てることが問われる。[image: image1.png]
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